
デジタル⽥園都市国家構想総合戦略(2023改訂版)
（2023年度〜2027年度）

内閣官房デジタル⽥園都市国家構想実現会議事務局

2023年12⽉26⽇

資料２



 「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を⽬指す。
 デジタルの⼒を活⽤して地⽅創⽣を加速化・深化し、各地域の優良事例の横展開を加速化する。
 これまでの地⽅創⽣の取組についても、改善を加えながら推進する。

総合戦略(2027年度までの５か年計画)の基本的考え⽅

地⽅の社会課題解決

① 地⽅に仕事をつくる
• 中⼩・中堅企業DX、地域の良質な雇⽤の創出等、スマート農業、観光DX 等

② ⼈の流れをつくる
• 移住の推進、関係⼈⼝の創出・拡⼤、地⽅⼤学・⾼校の魅⼒向上 等

③ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる
• 結婚・出産・子育ての支援、少子化対策の推進 等

④ 魅⼒的な地域をつくる
• 地域⽣活圏、教育DX、医療・介護DX、地域交通・物流・インフラDX、防災DX等

① デジタル基盤の整備
• デジタルインフラの整備、デジタルライフライン全国総合整備計
画、マイナンバーカードの普及促進・利活⽤拡⼤ 等

② デジタル⼈材の育成・確保
• デジタル⼈材育成プラットフォームの構築、職業訓練のデジタル
分野の重点化、⾼等教育機関等におけるデジタル⼈材の育成 等

③ 誰一⼈取り残されないための取組
• デジタル推進委員の展開、デジタル共⽣社会の実現 等

施策の⽅向
国によるデジタル実装の基礎条件整備

政策間連携・施策間連携・地域間連携の推進
（政策間連携）
• デジタル⾏財政改⾰会議における議論の進展や、「デジタル⾏財政改⾰中間とりまとめ」なども踏まえつつ、規制改⾰
を始めとする政策と連携しながら、一体的に推進 等

（施策間連携）
• 各省による重点支援や地⽅支分部局の活⽤等による伴⾛型支援等を通じて、地域が⽬指す将来像の実現を支援 等
（地域間連携）
• 自治体間連携の枠組みにおけるデジタル活⽤の取組を促進 等

デジタル⽥園都市国家構想総合戦略(2023改訂版)の全体像
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デジタル⽥園都市国家構想総合戦略(2023改訂版)における改訂概要

（デジタル⽥園都市国家構想交付⾦）
• 将来的に国や地⽅の統一的・標準的なデジタル基盤への横展開につながる⾒込みのある先⾏モデル的な実装を支援
（教育DX）
• デジタル教材等が連携する仕組みの構築などのデータ分析・利活⽤ができる環境整備、校務DX等を推進
• GIGAスクール構想の第２期を⾒据え、予備機を含む１⼈１台端末を計画的に更新
（⾏政サービス分野のデジタル実装の展開）
• 「書かないワンストップ窓⼝」の全都道府県下の市町村への展開を含めた、業務改⾰を前提とした「フロントヤード」改⾰を推進
• 国地⽅共通相談チャットボットの2023年度内の提供開始、その後のシナリオの精度の向上、対象分野の拡⼤を推進
（地域交通）
• タクシー・バスのドライバーの確保、不便の解消に向けた地域の自家⽤⾞・ドライバーの活⽤の検討を推進
（ドローンの利活⽤）
• レベル１・２（⽬視内⾶⾏）に係る無⼈航空機の⾶⾏に関する許可・承認申請⼿続を短期化
• レベル３⾶⾏（無⼈地帯における⽬視外⾶⾏）について、一定の要件の下、従来の⽴⼊管理措置を撤廃するレベル3.5⾶⾏制度を創設

デジタル⾏財政改⾰関連

（デジタルとリアルが融合した地域⽣活圏の形成（国土形成計画））
• デジタル徹底活⽤と「共」の視点からの地域経営で、⽇常の⽣活サービスが持続可能となる「地域⽣活圏」の形成を推進
（物流DX）
• 自動運転、ドローン物流、バース予約システム、求貨求⾞マッチングや自動倉庫、AIターミナル、サイバーポート等、効率化を推進
（地域の公共交通のリ・デザイン）
• MaaSやAIオンデマンド交通、モビリティ⼈材育成、自動運転の実装、ローカル鉄道の再構築、地域の実情に応じた幹
線鉄道ネットワークの⾼機能化・サービス向上に係る取組を支援

（デジタルライフライン全国総合整備計画）
• デジタルライフライン全国総合整備計画を2023年度内に策定し、官⺠による重複を排除した集中的な投資を実施
• 2024年度からデジタル情報配信道やドローン航路の設定、インフラ管理のデジタル化を先⾏地域で推進

当⾯の重点検討課題（令和５年６⽉16⽇デジタル⽥園都市国家構想実現会議決定）関連
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人口の将来展望 

2060 年(R42)に 3,600 人の人口を目指します。 

人口動向では、県内及び近隣県からの人口流入による社会増と、出生者増加による自然増により、人口が増加傾向で推移してき

たことを確認しました。 

 日本国内では人口減少社会を迎えており、多くの自治体で人口減少がみられます。 

 令和 5年 12月に社人研より公表されました、新たな将来推計人口によると、前回の推計よりさらに人口減少が予測されました。 

本村でも、これまで人口が増えてきたことに安心するのではなく、今後も今までの増加傾向を維持し増加させていくことを目

標とし、地方創生の施策に取り組みます。 
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